
　令和５年12月22日に閣議決定された令和６年度税制改正大綱に、以下のとおり中小企業倒産防止共済
制度に係る税制の特例に関する改正の記載がございました。なお、本改正は国会の審議を経て正式に決定
されます。

特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例における独立行政法人中小企業基盤整備機構が
行う中小企業倒産防止共済事業に係る措置について、中小企業倒産防止共済法の共済契約の解
除があった後同法の共済契約を締結した場合には、その解除の日から同日以後２年を経過する
日までの間に支出する当該共済契約に係る掛金については、本特例の適用ができないこととす
る（所得税についても同様とする。）。
（注）上記の改正は、令和６年10月１日以後の共済契約の解除について適用する。

出典：令和６年度税制改正の大綱
※財務省ホームページにて公開中のPDFファイルの62頁に掲載。
https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2024/20231222taikou.pdf

　つまり、令和６年10月１日以降に共済契約を解約し、再度共済契約を締結（再加入）する場合、その解
約の日から２年を経過する日までの間に支出する掛金については、必要経費または損金に算入できなくな
ります。

　委託機関の皆様におかれましては、新規加入をご検討されているお客様や解約をご検討されているご契
約者からご相談を受けた際には、上記の改正について留意するようお伝えいただきたくお願い申し上げます。
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（参考：改正イメージ）
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